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研究成果の概要（和文）：本研究では、インバウンドツーリストの動向に関してマクロ、ミクロの二つのアプロ
ーチで分析を行った。マクロアプローチでは、インバウンド入国者数を商用（ビジネス）目的と観光目的に分け
て1996年からのトレンドを検証した。長期トレンドではチャネルを形成し、チャネルを下抜けした後の戻り局面
では、商用（ビジネス）目的が観光目的を先行しているということが明らかになった。またマクロアプローチで
は、日本へのインバウンド上位国に対して国別、地域別に世代別の違いを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：Two approaches, macro and micro, were used to analyze the trends of inbound 
tourists in this study. In the macro approach, the number of inbound arrivals were divided into 
commercial (business) and tourist purposes, and the trends since 1996 were examined. The long-term 
trend showed that commercial (business) purposes preceded tourism purposes in the return phase after
 the formation of the channel and its decline. The macro approach also revealed generational 
differences by country and by region for the top inbound countries to Japan.

研究分野： マーケティング

キーワード： インバウンド　市場分析　観光マーケテイング　世代別コホート分析　マーケティング戦略　ツーリス
ト行動
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究のマクロアプローチでは、コロナ前のインバウンドのトレンドを検証した。今回の結果をもとにオンライ
ン会議の導入などの技術革新による商用（ビジネス）目的インバウンド数のトレンド変化の検証も可能になる。
ミクロアプローチでは、日本の観光マーケティング研究でまだ取り入れられてない世代別のコホート分析を行っ
た。分析結果をもとに作成したマトリックスは効率的なインバウンド観光に活用することができるだろう。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１．研究開始当初の背景 

日本政府はインバウンドツーリスト増加を重要な政策と位置づけ東京五輪が開催され

る 2020 年にはインバウンドツーリスト数 4000 万人、訪日外国人消費額 6 兆という目標

を掲げている。今後インバウンドツーリストを増やし国の観光産業を成長軌道に乗せて

いく上で、戦略的なマーケティングアプローチが必要になってくる。 

欧米やオセアニアにある海外観光先進国では、観光データが整備されており、国自治

体をはじめ観光局ではデータ分析に基づいて国別の観光戦略が立案されている。 

図１は 1996 年から現在までのインバウンド数の推移である。2000 年代初旬までは、イ

ンバウンド数は観光目的のインバウンド数と大きな違いはなく横ばいであったが、2003

年に始まった「ビジットジャパンキャンペーン」以降観光目的インバウンドは上昇して

きたがまだゆるやかなペースであった（図１①低迷期～2012 年）。観光庁が設立された

2008 年には 835 万人だったインバウンドツーリスト数は 2017 年には 2869 万人まで増加

した。日本政府は観光を重要な経済政策と位置づけ、ラグビーワールドカップ 2019 日本

大会や東京 2020 夏季オリンピック・パラリンピックなども積極的に招致し 2020 年には

4000 万人、訪日外国人消費額 6 兆円という目標を掲げている（図１②上昇期（2013 年～

2019 年）。 

毎年日本には、アジア諸国をはじめ北米、ヨーロッパなど世界中のさまざまな国から

多くのインバウンドツーリストが訪れる。ツーリストもトレンドや選好が国や地域によ

って違いがあり、マーケティング戦略を立案する上でも市場である国別の分析が必要で

ある。マクロ面では、インバウンドツーリスト市場の所得やインフレ率などの基礎的経

済指標、原油市場や為替レート、渡航目的によるトレンドなどの変動要因が考えられる。

一方、ミクロ面では、ツーリスト個人の意思決定要因である動機、制約や満足度、旅行

を計画する際の要因が変動要因として考えられる。マクロ、ミクロ両面からの考察も必

要になってくる。本研究では、インバウンドツーリストの動向について、インバウンド

ツーリスト数の変動要因であるマクロアプローチと、インバウンドツーリストの選好で

あるミクロアプローチからインバウンドツーリストの今後の動向について考察する。 

 

 



2. 研究の目的 

 当初の研究計画では、目的別トレンド過去の変動パターンなどの変動要因を明らかに

し（マクロアプローチ）、個人の国別消費動向などツーリスト個人の意思決定プロセスを

分析する（ミクロアプローチ）予定であったが、新型コロナウイルス感染拡大の影響で、

2020 年 4 月から 2021 年 9 月までの 1 年半にわたり国土交通省観光庁による訪日外国人

消費動向調査が中止された（図１③カオス期 2020 年～）。しかしながら日本政策投資銀

行と公益財団法人日本交通公社とのコロナ禍でのインバウンド意識調査委員会に参加す

る機会を得て、外国人の意識調査結果を独自のアプローチにより世代別に分析する機会

を持つことができた。本研究では以下の調査研究に修正した。 

（１） 過去のインバウンドトレンドにおける立ち上がり（マクロ要因） 

（２） コロナ禍における潜在的インバウンドツーリストの世代別分析（ミクロ要因） 

 

3. 研究の方法 

（分析１）過去のインバウンドトレンドとビザ緩和要因（マクロ要因） 

過去のインバウンド動向の調査や研究では、総入国者数および観光客数のみを対象に

した研究が多く、ビジネス、観光など目的別の研究が少ない。国の観光統計は、総数、

観光目的、ビジネス目的、友人や親戚訪問(VFR-Visiting friend and relatives)目的,

その他と目的別に公表されている。本研究では、インバウンド需要が立ち上がった二つ

のケースを取り上げて、先行指数である「ビジネス目的」と「観光目的」の回復のパタ

ーンの関係かを分析した。先行性のあるビジネスインバウンドのトレンドとインパクト

を与えたリーマンショックと東日本大震災のケースでの目的別（ビジネスと観光）イン

バウンドの立ち上がりのトレンドについて分析した。 

（分析２）コロナ禍での潜在的インバウンドツーリストの世代別調査（ミクロ要因） 

アフターコロナではインバウンドツーリストの増大が期待されるが、それぞれの国に

よって、日本を観光したい理由も変わってくる。国によって将来的な海外旅行に対する

新型コロナの影響も違っている。ここでは、訪日意向がある外国人旅行者を対象に、日

本を観光旅行したい理由について世代間でどのような違いがあるか分析した。分析にあ

たっては「アジア・欧米豪 訪日外国人旅行者の意向調査 （第 3 回 新型コロナ影響度 特

別調査）」から、同調査の調査対象である 14 カ国・地域（中国、台湾、香港、韓国、タ

イ、インドネシア、マレーシア、シンガポール、ベトナム、インド、米国、英国、フラ

ンス、オーストラリア）のデータを使用した。質問項目は、居住国・地域、年齢、性別

と「日本を観光旅行したい理由」の 20 項目（行きたい観光地、予算、衛生面、医療、宿

泊施設、経済的理由、距離、グルメ、治安、リゾート、ナイトライフ、サステイナビリ

ティ、新型コロナの感染状況、ワクチン対策等）について 5 段階のリッカート尺度で聞

いた。分析においては世代別コホート分析を行った。世代に関しては、米国のマーケテ

ィング調査をベースに Z 世代、Y 世代、X 世代の年代を設定し、1965 年以前に生まれた人

をここでは W 世代とした。 

 



４. 研究成果 

（分析１）過去のインバウンドトレンドとビザ緩和要因（マクロ要因） 

図 2 には、1996 年から 2020 年 3 月までのビジネス目的インバウンドの月別推移を示

した。2000 年代に入ってからの政府のインバウンド促進策にもかかわらず、ビジネス目

的のインバウンドのトレンドは、ゆるやかな上昇トレンドを形成し、1996 年からリーマ

ンショックまでの 2008 年まで（上昇チャネル①）と東日本大震災後の 2011 年から新型

コロナウイルス感染拡大がはじまる直前の 2019 年まで（上昇チャネル②）の二つのチャ

ネルを形成していることがわかる（図 2）。 

 

下落局面をさらに詳しく見るために 2007 年 1 月から 2012 年までの観光目的とビジネ

ス目的それぞれのインバウンド数を重ねた（図 3）。ビジネス目的（太字）は観光目的の

インバウンドを先行していることがわかる。1 回目の下方ブレークは、2008 年 9 月リー

マンブラザースが経営破綻後の 12 月で、2010 年 3 月チャネルに戻るのに 15 カ月かかっ

た（図 2 の①）。2 回目の下方ブレークは、2011 年 3 月の東日本大震災直後の 4 月でチャ

ネルに戻ったのは同年 8 月で 4 カ月かかった（図 2 の②）。 

コロナ前のトレンドパターンでは、インバウンドがどのように回復していくかを見る

先行指標として、ビジネス目的でのインバウンドの回復と,どのレベルでチャネルを形成

するかも注目する必要があるだろう。しかしながら、アフターコロナではオンライン会

議の拡大などビジネス需要も変化し、立ち上がりパターンの変化も考えられるだろう。 

 



（分析２）コロナ禍での潜在的インバウンドツーリストの意識調査（ミクロ要因） 

分析においては、「日本を観光旅行したい理由」20 項目について、5 段階のスコアを

One Way-ANOVA(一元配置分散分析)により、①14 カ国・地域全体、②アジア 10 カ国・地

域（中国、台湾、香港、韓国、タイ、インドネシア、マレーシア、シンガポール、ベト

ナム、インド）および欧米豪 4 カ国（米国、英国、フランス、オーストラリア）③14 カ

国・地域別の分析を実施した。 

2022 年後半には、新型コロナの感染拡大も一段落して、インバウンドが解禁されるよう

になり、今後は効率的なマーケティング戦略が必要になってくる。マーケティング戦略

での旅行者の動機マトリックス（西尾,2016）を参考に、本研究での世代別分散分析で世

代別動機マトリックスを作成した。 

表 1 世代間動機分析マトリックス（14 カ国・地域） 

 

表 1 は、分析結果をもとに作成した 14 カ国・地域のマトリックスである。有意な分散

のある項目には色を入れて 4 世代で１番分散の大きかった世代と小さかった世代を入れ

ている（Z＞X：4 世代の中で Z 世代の動機が一番高く X 世代が小さい）。ここでは、今米

国中心に注目されている Z 世代を例に考えてみる（マトリックスで Z 世代が高く出た項

目は黒色・白抜きで示している）。香港、シンガポールではより長期滞在を、シンガポー

ルではさらに言語対応やサステイナビリティの意識がより高く、マレーシアでは食事、

タイでは新型コロナ感染状況などの情報提供が有効であることがわかる。また米国では、

ショッピングやコロナの隔離情報、豪では日本でのアクティビティやナイトライフの情

報が重要になってくるということがわかる。セグメンテーション分析では近年米国を中

心に世代別コホート分析による Z 世代の消費動向など注目を集めている。30 代、40 代と

いうような単なる年齢層よりも、同時代に成長しさまざまな社会的影響を受けた世代別

セグメンテーションの方がより消費者としての動向や選好を理解しやすく、世代別コホ

ート分析により効率的なマーケティング戦略立案が可能になると考えられる。 

本研究においてはコロナ禍で、研究方法に修正をする結果になったが、潜在的インバ

ウンドツーリストの世代間分析をすることで世代間のギャップが明らかになり、今後の

研究に多くの課題を得ることができた。今後は、マクロ、ミクロそれぞれの新たな変動

要因を探索しながら次の研究につなげていきたい。 

中国 台湾 香港 韓国 タイ
インドネシ

ア
マレーシア

シンガポー

ル
インド ベトナム 英国 米国 フランス 豪

観光地、観光地設 Y>Z

リピート X>Z

距離 Y>Z Z>W

予算 Y>W Y>X

清潔 Y>W Y>W

高度な医療 W>Z

宿泊施設

食事 Y>W Z>X

アクティビティ Y>W Z>W

買い物 X>Z Z>W

治安 W>Z X>W Y>W Y>X

言語対応 Z>W W>Z

リゾート

長期滞在 Y>W Z>W Z>W

ナイトライフ Y>X Y>X Z>W

新型コロナ感染状況 Z>W Y>Z Y>W

サステイナビリティ Z>X

ワクチン接種状況

ワクチン証明

コロナ隔離期間 Y>W Z>W

欧米豪
東アジア 東南アジア項目

アジア
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